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零細企業の経営問題
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?
Management　Problems　of　Little　Business
　　　　　　　　　　Mutsuml　Watanabe
　　　　わが国では，以前から大企業と区別して中企業と小
　　　企業とを合わせた中小企業という呼称が一般に使われ
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ている。しかも，中小企業と零細企業とは理論的にも
政策的にも区別して扱われてきた。しかし，さいき
ん，中小企業の階層分解がはげしく，中企業（もしく
は「中堅企業」）の上限が年々引き上げられる傾向に
あるとともに，下層への分解もはげしくなり，政策的
にも中小企業の下層部分が意図的に放置されるという
傾向が顕著になっている。そこで，「中」と「小」と
を区別し，「小」と「零細」とを合わせた「小・零細」
という用語を使って理論的に分析することの妥当性を
主張する見解が次第に有力になりつつある。
　中小は，まがりなりにも資本制企業を指し，零細企
業は資本制企業以前の自営業（＝生業）として，両老
を区別することが，これまで理論的には適当と考えら
れてぎた。そして，自営業から資本別企業に上向移動
する過渡的段階のものを零細企業と呼んで，中小企業
とは峻別するという見方が通説であった。しかし，小
，ブルジョアに属する自営業主の上層と資本家階級に属
する中小企業家の下層との間は流動的である。また，
自営業者の下層は半プロレタリアートであり，小ブル
ジョア階級に属する自営業者の下層と半プロレタリア
ートの間も流動的である。したがって，「中小・零細」
か「中」と「小・零細」かといった表現方法のちがい
について，その適否を言葉の上で細かく詮義だてして
も，あまり意味のあることとは思えない。むしろ，
　「中」と区別せざるをえない「小・零細」の問題性そ
のものを検討することによって，階層分解の特徴を吟
味してみることの方が，はるかに現実把握のためには
プラスになるだろう。
　アメリカでも零細企業の動向が着目されるようにな
り，こうした問題への関心を喚起する労作J．D，　Phil・
lips．　Little　Business　in　the　American　Economy，
Illinois　University，1958）も公刊されている。ブイ
リップスは零細企業の質的基準として，①賃労働者を
雇っていないこと，②補助老が1～3人であること，
③業主が労働過程に直接たつさわっていること，④業
主は管理，監督を専門としないこと，⑤蓄積能力や拡
大動機が制約されていること……などの諸点をあげて
いる。
　たしかに，零細企業では事業主である所有者が経営
’を担当すると同時に自らも労働し，他人を雇用しない
で家族が仕事を手伝う場合が多い。従業員数1～3人
規模の零細企業は大部分が所有＝経営一労働という未
分化の状態の「生業的家族経営」である。一般に従業
員4人規模の事業所では，業主側2人と労働者2人と
いう労使半々の人員構成になるが，従業員5人の規模
になると，業主側2人にたいし労働老側3人という人
員構成となって，業主にとっては自己の労働よりも
「搾取に依存する割合」が相対的に大きい状態にな
る。したがって，一応の目安として，従業員4人未満
の事業所を零細企業とみなしてもよいであろう。もち
ろん，従業員数4人未満をもって画一的に零細企業と
規定することには議論の余地はあるが，主として業主
と家族従業者の労働力に依拠する自営業者と，他人の
労働力の雇用のうえに成り立つ企業経営を行なう資本
家とは明確に区別する必要がある。
　零細企業では，住居と工場もしくは店舗が未分離で
あり，営業のための経費と家計が未分化の場合が多
く，営業所得は生計を維持するだけで一杯で，大企業
の労働老やサラリーマンの賃金給料と実質的に大差は
ない。資本の拡大再生産を可能にするための利潤が規
則的に創出される保障はなく，所得がふえることは求
めるが，利潤に相当するものが残らなくても，家族労
働の賃金に相当する所得さえ得られれば，何とか事業
はつづけられる。時には，家族労働の賃金に相当する
部分を切り詰めて経営の存続をはかろうとする場合が
あるので，しばしば「雑草」にたとえられたり，その
強靱なバイタリティがあらためて見直されることがあ
る。
　わが国における小零細企業の数は，昭和41年から44
年の3年間に345万から377万へと32万も増加した。
しかも，従業員数4人以下の事業所がとくに大都市に
おいて著しい増加をみせている。このように零細企業
の事業所数が著しく増加しつつあるという事実は，そ
の営業が大きな利益を得て安定した発展をとげている
ことを意味するものではない。41年から44年までの事
業所の開設率，増加率をみると，小零細企業は開設率
が高いにもかかわらず増加率は低く，転廃業の多いこ
とを意味している。したがって，零細企業の事業所数
は増加しているものの，事業所数全体に占める割合は
81．6％から81．2％へほぼ横ばいに推移しており，はげ
しい企業交替が行なわれていることを物語っている。
さいきんの傾向として，新しい企業が生まれ，古い企
業が消滅していくという現象は，大都市への集中，地
方での頭打ちという特微をともなってあらわれてい
る。とくに4人以下の事業所が大都市において著しく
増加しており，製造業についてみると4人以下の事業
所は，6大都市の伸び率が16．4％と全国平均の伸び率
12．2％を上まわっており，なかでも東京都区部では
20．4％とさらに高くなっている。東京都民の約4分の
1という膨大な人口がこの小・零細企業に働き，その
家族として生活しているという事態を反映して，大都
市における零細企業の地位と問題を軽視することは許
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されない状態になってきているP
　零細企業のなかには，質の低い労働力，老朽化した
設備，安易な経営方法など特有の古い体質を除去しき
れないものが多く，はげしい経済環境の変動に対処す
る適応性を失なって脱落していく企業も少なくない。
しかし，その反面，東京などの大都市には，専門的な
技術や知識，優れた企画力，独自のアイディアなどを
基礎に，小規模企業の特性を活かした新しい活動分野
をひらき，相対的に高い収益力をもった企業もあらわ
れている。いわゆるベンチャー・ビジネスと呼ばれる
新型企業がそれである。
　論者のなかには，こうした新しいタイプの企業の台
頭にいち早く注目し，これからの零細企業のすすむべ
き方向として，高く評価するものもいる。たしかに，
東京などの巨大都市では，これまでにない「都市型産
業」の新生と発展の可能性はあるし，そのなかにはマ
ケール・メリットの少ないものもあり，小・零細企業
に適した業種もあるにちがいない。小・零細企業のな
かの一部に，この種の新型企業に「脱皮」して急成長
をとげたものがいることを否定するつもりはない。市
場の拡大と需要の多様化の動向をす早くつかみ，デザ
インや技術の開発に力を注ぎ．製品差別化にある程度
成功したとしても，小・零細企業の製品差別の寡占性
は一時的なものが多く，大資の進出・支配を阻止する
だけの存立条件を長期にわたって確保しうるかどうか
は疑問である。既に取得した技術を変動する需要者の
ニーズに結びつけていき「研究開発とデザインの高級
化による企業個性の創造」が，中小企業や小・零細企
業にとって容易に出来るものであろうか。
　さいきん，小・零細企業について，「人間の能力の
発揮，生きがいの追求の場」として，これまでとはま
ったく異なった観点からこれを賞揚し，積極的に評価
しようとする論潮が目立ってきている。国の施策から
取り残されてしまった小・零細企業にたいして，政府
の立場から上記のような評価が与えられること自体ま
ことに奇妙なことである。すでに自力で移転できる企
業の大半は「脱都会」をはかり，残るのは過密のマイ
ナスと公害にさらされ，事業転換資金の目途さえたた
ぬ小・零細企業であるという現実を予測して，政策の
転換をはかることが緊急の課題となろう。
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